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はじめに 

 
本論は表紙のタイトル及びサブタイトルと画像のイメージ通り、日本的な同一労働同一賃金の研究と、

その実務の要諦となる統計学的手法の紹介です。小職はこの 10 年、統計学的な最適賃金の研究とソフ

ト開発に邁進して参りました。近年騒がれている同一労働同一賃金による賃金格差の是正は、正にこれ

から展開するＵＳ賃金研究所の最適賃金の応用問題です。 
正規と非正規雇用間の不公正な賃金格差の是正は、2016 年末に公表されたガイドラインに沿って進

捗することは実務的に難しく、閉塞した状況に陥ることが予見されます。日本型知識人の悪弊として、

単純な問題を複雑化するばかりで、結果として行き詰まる状況を打破する具体的手法が望まれます。 
それでもガイドラインの公表は賃金実務家にとって影響は大きく、今後は企業として説明責任（賃金

格差が不合理で無く合法的であることの）を果たして行かねばなりません。ここで重要なことは、統計

学的に説明責任とは、説明変数と目的変数の関係を明示する作業であるという理解です。いきなり何か

突飛な発想と誤解を招かぬように、その理解の一助になればと、久米益雄｜1989「賃金数学全書」から

引用します。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
『統計的・数学的手法が用いられるといっても、賃金は統計や数学で決められるほど単純なもので 
ないことはいまさらいうまでもない。それにもかかわらず、賃金決定の現場では種々の統計的・ 
数学的計算が行われていることも事実である。このことをどのように考えればよいのだろうか。 
弓や銃を射つとき、できるだけ目標に近づいて射つことが的中率を上げる誰にでもできる方法であ

る。この「できるだけ近づく」という役割をしているのが、統計的・数学的手法による計算手法だと 
考える。交渉や妥協の余地が大きい賃金決定において、あまり遠いところから射つのでは的をはずす 
確率が高いからである。』 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
久米先生が一線で活躍された時代から今日まで、統計的・数学的手法そのものは大きな変化はありま

せん。しかし PC の普及と IT の進化による変化は激しく、当時ではごく一部の専門化が活用できた多

変量解析ソフトが、約 20 年前から Excel で誰でも活用できましたし、近年では賃金分析に特化した 
市販アプリも登場しています。 
 前置きが長くなりましたが、表題の通り本論では、日本的な同一労働同一賃金の模索や、雇用形態と

性別の賃金格差是正が課題となる賃金実務家に向けて、弊社製の専用アプリを活用したビジュアルな賃

金管理の手法を提案しています。なお本論では自家製アプリの他に、一部 Excel2000 を活用しています。  
 

2017 年９月７日 US 賃金研究所  
社会保険労務士 八田 清久男 
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ビジュアルな賃金管理手法を提案します  
 

序章 分析に適した基準線とは 

 
序１）年功賃金の基準線とは 
 企業の賃金構造をビジュアルに分析するには、賃金プロット画面が必須は言うまでも無いが、問題は

賃金カーブの出力である。年功賃金の決定要素は多元的であるから、同一労働同一賃金方針で賃金格差

是正に取り組むとき、旧態依然とした類書のような年齢／基本給（Ｘ：独立変数；Ｙ：従属変数）の座

標軸では要領を得ない。ここは多変量解析の手法（重回帰分析と近似度グラフ）が必須となる。そこで 
出力された近似度グラフこそ、精度の高い年功賃金の基準線である。  
しかるに賃金専門家は統計学に無関心で、小職のような手法は理解されていない。その好事例として

引用するのが、労働者サイドの同一労働同一賃金に詳しい専門家である、木下武男｜1997「日本的労使

関係の現段階と年功賃金」p202 である。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
『ａ 差別と平等の基準線 

年功賃金の差別性は、すでにみたように年功賃金が職種・職務にもとづかないところからくる。 
職種や職務は、人間ではなく、仕事＝イスを評価する客観的基準線として存在し、基本的にその 
イスに賃金が支払われるのであり、座っている人間の属性を問わない。「平等」は客観的基準との 
一致をあらわし、「差別」はそれとの偏差を示す。労働者の「競争」はそこからの逸脱である。 

それでは年功賃金においては、差別を「年功」からの偏差として測定できるのであろうか。 
年齢・勤続、経験、性別、功労・業績・忠誠心などが渾然一体となったあいまいな「年功」基準 
では差別は明示化されない。明示化されないというよりも、年齢差別や性差別を「年功」基準は 
みずからに組みこんでさえいるのである。これが年功賃金が差別賃金の体系であることのしくみの 
一つである。』 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 木下武男氏は労働組合論が専門であるが、賃金論でも年功賃金＝差別賃金説の論客である。 
年功賃金の本質については諸説ある中でも、自分的には下山房雄や吉村励等を継承した、木下氏の 
差別賃金説が最も本質を突いていると理解している。 
 ただし年功賃金の（基本給には）「客観的基準線」と「偏差」は明示化されないと仰る見解には 
賛同できない。何故なら木下氏のように、公正でない賃金格差の存在を証明して、格差の是正を 
推進する立場であれば、「客観的基準線」と「偏差」の明示化に努めるべきだから。 
さて明示化の実務的手法であるが、「年齢・勤続、経験、性別、功労・業績・忠誠心などが渾然一体 

となったあいまいな『年功』基準」は、社員個人毎に各々の要素を数値化して登録できるので、後は多

変量解析として、重回帰分析で近似度グラフを出力すれば、統計学的には、それが求める基準線である。 
そして偏差は基準線からの乖離であることは言うまでもない。 
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序２）モデル企業の基準線 
 本節では、第１章のモデル企業Ｊ社を事例に、基本給の基準線を明示する。先ず多変量解析の分析パ

ネルを開いて設定する。                          【パネル 序 2-1】 

 
上図９個の説明変数は属人的な要素と職務的な要素が混在しているが、これが総合決定給としての 
年功賃金たる所以であるので、説明変数として全てを選択して基本給を回帰分析してみた結果、 
下図【プロット図 序 2-1】のように上下５%の範囲で近似度グラフに収束していた。 
なお上図操作パネルの説明変数が機能するためには、下図パネルのように予め個人データを登録して

ある。 

下図パネルと９個の説明変数の関連を下表【表 序 2-1】で一覧されたい。【パネル序 2-2】 
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【表 序 2-1】 

説明変数 入力方式 入力範囲 備  考 
年齢 生年月日 自動計算 西暦または和暦 
勤続 入社年月日 自動計算 同上 
経験 数値入力 経験年数 社外を含めた通算 
滞留年数 登用年月日 自動計算 現在の等級に昇格して何年経過してるか 
資格等級 Combo box リストより選択 最大９等級まで 
学歴評価 数値入力 0～80 本例では国立総合大学ゆえ 65 点 
職務達成率 数値入力 任意の数値 本例では 100%に対し 78% 
職務評価 数値入力 任意の数値 本例では 110 点～200 点 
人事評価 Combo box リストより選択 最大７段階まで 

【プロット図 序 2-1】 

 

プロット画面を見ながら、統計学的には、木下氏が仰る「客観的基準線」とは、青い実線の近似度 
グラフであり、「偏差」とは、青い実線から乖離した残差のことである。 

一般的に説明変数の選択が多数な程「偏差」は小さくなるので、本例の様に 9 個全部を選択したら 
「客観的基準線」に収束する度合いが高い。つまりＪ社の■と○の基本給の構成は、本人給＋職能給

であるが、それぞれの賃金項目が【パネル 序 2-1】の説明変数を反映しているからである。 

なお■と○を選択した理由は、 
１）共に正社員待遇であること 
２）■：男性と○：女性の性別役割分業が存するから 
３）職務価値が大きく異なる（■の職務価値が大きい） 
４）基本給の格差が存する（■：244,296 円と○：218,812 円） 
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 上のデータパネル【パネル序 2-2】のように必要なデータを数値としてインプットすれば、「客観的基

準線」も「偏差」もアウトプットされるので、明示化される。プロット図のグラフは基本給を最適化し

たラインであり、次の表のように出力される。【表 序 2-2】 

 

表から、各位の「客観的基準線」からの「偏差」は完璧に読み取れる。例えば No14 瀬戸紀夫の最適

基本給は 236,274 円であり、現実の基本給より 1,426 円少ないと。換言すれば、No14 瀬戸紀夫の基本

給は、理論値より 1,426 円多い。 
 
序３）本論の基準線 
以上に例示した如く、本論では分析の基準線として、重回帰分析の近似度グラフが多用される。 

欧米的な同一労働同一賃金では、基本給の分析は基本給／職務価値の単回帰分析で事足りる。 
――欧米の場合とて、職務価値だけで基本給の格差を説明できる訳ではあるまいが、他の説明変数の寄

与度は限られているに違いない。 
日本的な同一労働同一賃金では、多変量解析の重回帰分析が必要となる。Ｊ社の例で■：研究員と○：

専任調査員の賃金体系は共通している（併存型職能給で基本給＝本人給＋職能給）が、基本給に対する

職務価値の寄与度（統計学的には標準偏回帰係数）は大きくない。分析結果では、むしろ年齢や学歴評

価のような属人的要素の方が寄与度が大きい。しかし欧米の企業では、斯様な分析結果は有り得ないで

あろう。 
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第１章 モデル企業の概要と賃金制度（モデル企業と登場人物は仮名です） 

 
１－１ 会 社 名：株式会社ジャパン賃金サービス（以下Ｊ社とする） 
 
１－２ 事業内容：民間賃金の市場調査とコンサルティング 

米国に多い賃金調査会社で、政府統計に比べてデータの信頼性と鮮度が高い。 
 

１－３ 主な職種と職務内容  
●：調 査 員（企業を訪問して賃金調査協力依頼し、自社で集計した市場賃金データの購読契約） 
○：専任調査員（ほぼ●と同様の職務内容だが、●に対する指導・監督責任を伴う） 
■：研 究 員（収集したデータ分析と集計作業、個別企業の賃金分析請負） 

 
１－４ 今回分析対象の職種 

職種 凡例 人員 年齢平均 勤続平均 雇用形態 性別 
調査員 ● 12 名 39.4 歳 12.0 年 パート 女 

専任調査員 ○  8 名 42.5 歳 12.9 年 正社員 女 
研究員 ■ 10 名 39.8 歳 11.6 年 正社員 男 

以前は●：調査員も正社員であり男子も雇用したが、今はコスト節減のため女子をパートで雇用してい

る。元々正社員であった●はパートで継続雇用してるので、ベテランの●と○の賃金格差が大きいこと

が社内で争点になっている。 
 
１－５ 同職務関連データ 

職種 凡例 職能資格等級 職務価値 職務達成率 人事評価 学歴評価 
調査員 ● １ ２ 等級 110～137 点 50～82％ Ａ Ｂ Ｃ 30～65 点 

専任調査員 ○ ２ ３ 等級 125～140 点 53～86% Ａ Ｂ Ｃ 35～67 点 
研究員 ■ ３ ４ ５等級 150～200 点 48～81％ Ａ Ｂ Ｃ 30～55 点 
等級は●○■共通の職能資格制度。建前は職務遂行能力だが、実際は能力に関係なく、職種と滞留年

数でほぼ自動的に決定される。 
最も重要な職務価値は、公正を期するために外部コンサルタントに委託して評価された。職務達成率

と人事評価は重複する部分が多いが、後者は「働きぶり」も評価している。 
学歴評価は企業内の評価で、社会的通用性はない。その方法は単に大卒、高卒に振り分けではなく、

個別の難易度を点数評価している。因みにＪ社で最低点は私立高校の職業科、最高点は国立総合大学の

経済学部である。 
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１－６ 同賃金体系と賃金形態 
職種 凡例 賃金体系 基本給Ⅰ＋Ⅱ 諸手当 賃金形態 
調査員 ● 業績型職能給 業績給＋職能給 外勤手当＋資格手当 職務型 

専任調査員 ○ 併存型職能給 本人給＋職能給 家族手当＋住宅手当＋役職手当 年功型 
研究員 ■ 併存型職能給 本人給＋職能給 家族手当＋住宅手当＋役職手当 年功型 

業績給は採用時点から積み上げ型であるが成績査定割合が大きく、減額されることがある。本人給は年

齢を基準にしているが、人事評価結果を反映した査定あり。職能給は年功的運用で、賃金表は共通して

いるのは●：調査員が正社員であった時代の名残。 
 
１－７ 同賃金水準（職種毎の平均額：円） 

職種 凡例 基本給 諸手当 所定給 上期賞与 下期賞与 年収 
調査員 ● 141,708 13,916 155,624 72,166 76,083 2,015,737 

専任調査員 ○ 222,425 30,000 252,425 144,375 148,250 3,321,725 
研究員 ■ 244,000 37,500 281,500 234,425 238,175 3,850,600 

●の週所定労働時間は 35ｈに対し、○と■は 40ｈで、しかも残業時間は大差あるが、それにしても賃

金格差が大きい。●の平均所定給は時間給換算（毎月平均 147ｈ）で 1,059 円と低いが、2011 年大阪府

の最低賃金は余裕で充分クリアしている。 
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第２章 官邸好みの同一労働同一賃金 

 
２－１ 問題発言と経緯 

2016 年１月国会で、安倍晋三総理が施政方針演説の中で同一労働同一賃金を提唱して以来、賃金問

題の専門家や実務家のみならず、国民的関心が高まっている。同一労働同一賃金という主張自体は、戦

後から連綿として提唱されて来たが、今回のように政権与党のトップが提唱するのは初めてであるから、

雇用形態と性別の賃金格差是正の切り札として期待されるのは当然である。 
さて、その後政府は 2016 年 12 月 20 日、「同一労働同一賃金ガイドライン案」を公表した。 

その内容と解説書を読んだが、同一労働同一賃金で格差是正に本気で取り組んでいるとは到底思えない、

改革は先送りの、枝葉末節に拘泥したその場凌ぎの指針であった。そもそも何故、同一労働同一賃金と

いう言葉を振り回すのか、それは正に官邸が好んで連発する『印象操作』としか理解できない。 
政府が目論んでいるのは、単に同一企業内の異なる雇用形態間の賃金格差是正であって、その結果と

して賃金の一部に同一労働同一賃金が成立する可能性が予見されるに過ぎない。結果としてと言うのは、

ある企業に賃金体系で職務内容に応じた賃金項目が存し、たまたま正規と非正規の当該賃金項目が重な

った場合、格差是正による結果として賃金の一部に同一労働同一賃金が成立するということ。一部と言

うのは、日本企業で支配的な賃金体系では、職能給や職務給の構成割合は、賃金全体のほんの一部に過

ぎないから。 
かくして「同一労働同一賃金ガイドライン案」は、欧米的な基準からすると同一労働同一賃金の指針

でないことは明らかで、さりとて日本的な同一労働同一賃金の指針と頼れる程の内容もない。 
そこでは基本給の決定基準について、各社各様であることを前提としているので、企業内的な同一労働

同一賃金でしか有り得ないのは仕方ないとしても、格差是正の手法が煩瑣で実務的ではない。 
何故なら、基本給全体を調整するのではなく、賃金項目ごとに調整するから。その上、諸手当や賞与も

個別に調整する！ 
 次節では、基本給の一部が同一労働同一賃金であることの説明責任を果たす目的で、専用アプリを活

用して分析資料を作成するモデル企業の例を掲げた。「同一労働同一賃金ガイドライン案」の実務はど

のみち煩瑣な作業ではあるが、計算だけでなく格差の可視化とプレゼンができる専用アプリを活用すれ

ば大変効率的であることを理解されたい。 
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２－２ 基本給の一部と全体                 【パネル 2-2-1】 

本節では、正規と非正規の賃金項目（職能給）が

重なり、賃金体系の一部は不合理な格差が無く、同

一労働同一賃金に近い均衡状態が成立しても、基本

給全体への波及効果は乏しい企業の例を解説する。 
モデル企業Ｊ社の●：調査員はパートで、○：専

任調査員は正社員だが、ほぼ同一労働で職能給は共

通している。その職能給を右パネル画面のように、

職務的要素だけを選択して分析してみよう。Ｊ社の

職能給は、一般的な職能給と同様に、「勤続」「滞留

年数」「学歴評価」といった属人的な要素を含めて

等級格付けしている。 
しかし今回のような同一労働同一賃金を検証す

る目的であるときは、職務的要素だけを選択して説

明責任を果たせるかを確認したい。なお右パネル画

面でチェックした説明変数は、予め個人データとし

て登録済みである。                 【プロット画面 2-2-1】 
                      
右図は分析結果と

して、統計学の重回

帰分析の近似度グラ

フであるが、●：調

査員のⅠ等級社員の

５番が－10％ライ

ンを超えているが、

他は●○共にグラフ

からの偏差は同程度

である。 
したがって、Ｊ社

の職能給は年功的昇

給運用ではなく【パ

ネル 2-2-1】の職務

的な要素を適度に反映しているので、●○の賃金格差は不合理な格差ではない。職能給に関しては、同

一労働同一賃金に近い均衡状態が成立している。 
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【プロット画面 2-2-2】 

 

しかしながら、【パネル 2-2-1】と同じ説明変数で基本給を分析した結果【プロット画面 2-2-2】は、 

パートの●：調査員は殆どがラインの下に落ちている。逆に正社員の○：専任調査員は殆どがラインを 
超えている。したがって基本給全体として、欧米的な同一労働同一賃金の基準では公正な格差ではない。 

しかしＪ社の●：調査員と○：専任調査員は、雇用形態とキャリア形成が異なるので、賃金体系は基

本給の構成が異なる故、「同一労働同一賃金ガイドライン案」に照らして不合理な格差と迄は言えず、

特に問題はないだろう。 
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第３章 日本的な同一労働とは 

３－１ 厳密に定義する必要性は特に無い 
 日本人が常識的に考える「同一労働」とは、職務の限定性や社会的通用性を意識しないので、例えば

PC に向かってプログラミング言語の開発環境を操作していれば、異なる職場であっても同一労働であ

る。そこでは情報処理の資格の程度、自社システムか他社システムの請負か、社内労働か派遣労働か etc
の区別を包括して、同一労働と見なされている。 
 本論でも「同一労働」の定義には固執せず、PC に向かってプログラミング言語の開発環境を操作し

ていれば、異なる職場であっても同一労働と見なす。――単に PC に向かって作業するだけで「同一労

働」なら大雑把に過ぎる。それでは事務系統か技術系統かという職掌レベル以前の把握である。「プロ

グラミング言語の開発環境を操作」とあれば、少なくとも技術系統の職掌であることを意識している。 
 
３－２ 職種より広く職掌より狭い概念 
 前節の「PC に向かってプログラミング言語の開発環境を操作」は、紛れも無くプログラマという職

種である。では「日本的な同一労働」とは同一職種であれば単純明快で良いのだが、そこは日本のこと

であるから、「社会的通用性」が欠けているので、職種では収まらない。 

 何故なら、「日本的な同一労働」とは、社会的な同一労働ではなく、個別企業内の同一労働であるか

ら。例えば製造業の中にコンピュータシステム部門があり、そこにはプログラマだけでなく、各種の技

術要員が配置されている。企業全体の中では彼等を同一労働と見なす。したがって、同一労働は職種よ

り広い概念であることが多い。――ただし、ここで職種とは社会的通用性のある職種であり、個別企業

内で定義され通用する「職種」と区別される。 
 小括として、一般の日本人が常識的に理解する同一労働は、企業内の職務評価や職務記述書はもとよ

り、労働市場の職務や職種よりも広い、職掌に近い概念ではなかろうか。即ち事務、営業、技術、技能

という職掌である。 
 
３－３ 個別企業内の「職種」 
モデル企業Ｊ社の社員区分は下記の通りである。 
●：調 査 員（企業を訪問して賃金調査協力依頼し、自社で集計した市場賃金データの購読契約） 
○：専任調査員（ほぼ●と同様の職務内容だが、●に対する指導・監督責任を伴う） 
■：研 究 員（収集したデータ分析と集計作業、個別企業の賃金分析請負） 
ここで社員区分とは、プロット分析するための単位であるが、Ｊ社に関しては三種類の職種に対応し

ている。ただし職種といってもＪ社内部でしか通用しないが。そして各々のプロットマークは同一労働

の社員の集合と考え得る。――前章で分析したように、雇用形態間の賃金格差の是正という目的から●

と○は同一労働と見なす事もできる。 
本章の総括として、雇用形態間の賃金格差の是正という目的でプロット分析するとき、日本的な同一

労働とは個別企業内の社員区分に対応することが便宜的である。 
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第４章 日本的な同一賃金とは 

 
４－１ 賃金格差の要因分解 

以下は自民党｜2016「同一労働同一賃金問題検証プロジェクトチーム」からの抜粋である。 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
○ 企業横断的ではなく、同一企業内の「同一労働同一賃金」を基本とする 
○ 賃金の『要因分解』を行うべき（賃金のどの部分が「職務内容」への対価で、 
どの部分が能力や成果への対価か等） 

○ その結果、「職務内容」に相当する賃金は、正社員と非正規雇用で同一にすべき 
○ 『要因分解』した待遇の決定要素を、非正規雇用を含む労働者に情報提供し、 
求めに応じ説明していくべき 

  ―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
しかしながら言うは易し行うは難しである。「賃金の『要因分解』を行うべき」は卓見だが、具体的

手法が見えて来ない。このチームに統計学の専門家が参加してるのであれば良いのだが。 
 

４－２ Ｊ社での要因分解 
先ず「賃金の『要因分解』を行うべき」であるが、Ｊ社の賃金体系で、「『職務内容』に相当する賃金

は、正社員と非正規雇用で同一にすべき」とする主張に沿った公平化を実現できる可能性を探って見る

と、●：調査員と○：専任調査員に共通した、基本給の賃金項目Ⅱの職能給を職務価値で回帰分析する

のが妥当と考えられる。                【プロット画面 4-2-1】 
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分析の結果として、Ｊ社の職能給は職務価値の相関は強いが、プロットマークの分散はやや大きく、

職務価値だけで説明できない。Ｊ社の職能給は職能資格等級と号俸で決定され、人事評価と賃金表で昇 

給運用されている一般的な仕組みである。      【パネル 4-2-1】 
職務価値は等級の格付け目安になるだけで、毎年

の職能給の昇給を決定する要因ではない。したがっ

てＪ社の職能給を要因分解すると、職務価値だけで

なく多元的な説明変数が存在するので、同一労働同

一賃金のためには、多変量の回帰分析が必要となる。 
そこで説明変数として何を選択するかが重要であ

るが、 
ア）属人的要素：年齢、勤続、学歴評価 
イ）恣意的要素：滞留年数、資格等級、人事評価 

を除いた左図の選択で分析してみた結果が下図であ

る。 
【プロット画面 4-2-2】 

 
分析の結果は単回帰分析と大して変わらず分散しているが、これは下表【計算表 4-2-1】の注釈の

通り、ウエイト全体に占める職務評価の割合が極めて大きいからである。つまり職能給に関しては、

雇用形態に関係なく経験・職務達成率・職務評価と相関があり、特に職務評価と相関が高い。その結

果として、企業内的な同一労働同一賃金が実現していると迄は言えないが、不合理な格差は存しない。 
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【計算表 4-2-1】 

 

【特に職務評価と相関が高い】の補足 
確かに３個の説明変数の中で、職務評価の偏回帰係数は圧倒的に大きい。 

しかし専門的には、この数値の比較だけで判断できないが、通常は上図矢印コメントのように理解し

て大きな狂いは無い。念のため、本例でも Excel で「ｔ値」の比較を参照して、職務評価の数値が特

に大きいことを確認している。 
 
４－３ 職能給を最適化する 
  ここまでの分析で、Ｊ社の職能給は職務価値を反映した度合いが高いので、正社員とパート間の賃

金格差は小さく、不合理な賃金格差は存しないと見なせる。しかし基準線に対する偏差はやや大きく、

何とか上下 10%ラインに収まる程度で、決して満足すべき状態ではない。 
  そこで偏差を皆無にする為に、職能給を最適化してみよう。最適化とは弊社アプリの機能用語で、

現実の賃金を上書きして理論上の賃金（＝重回帰分析で計算された）に変換することである。 
アプリの操作としては【計算表 4-2-1】の下端にある[最適化]ボタンをクリックするだけで完了する。 
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【プロット画面 4-3-1】 

 
 ご覧のように、職能給は基準線にピッタリ沿って並んでいるので、●：調査員と○：専任調査員の職

能給に関しては完全な均衡化＝同一労働同一賃金が成立している。しかも原理的にゼロサム方式だから、

昇給原資がゼロで済む事になる。 
 残念ながら個々の社員には問題が起きる。上図 10 番の越路典子の場合は、項目Ⅱの職能給が 75,000
円から 78,293 円に増額だから問題はないが、真逆に減額する社員も出て来る。原理的にゼロサム方式

だから、＋の社員が出る一方で－の社員が出る。 
 もちろん企業の方針で、一気に増減せずに複数年で調整することで緩和できる。 
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【計算表 4-3-1】 

 
 

４－４『要因分解』では非効率 
先の自民党プロジェクトチームによる提言の『要因分解』は、何ら具体的な手法が提示されていない

が、Ｊ社の職能給をモデルにして統計学的に考えれば、下記の手法となるであろう。 
１）●：調査員（パート）と○：専任調査員（正社員）の職能給を決定する要因を選択する 
２）選択した要因でＪ社の職能給を重回帰分析する 
３）要因の一つである職務評価の偏回帰係数を取り出して、各人の職務評価に掛け合わせる 

以上の計算で、Ｊ社の職能給の中から各人の職務価値に比例した金額を取り出すことは可能ではある。 
 しかし、この様な手法では煩瑣に過ぎて非効率である。計算手続きが煩瑣である上に、基本給の一部

に過ぎない職能給を更に再分割する、賃金体系上の変更手続きが面倒に過ぎる。 
 
４－５ 最適化すれば効率的に同一賃金となる 
先に結論を言えば、４－３でＪ社の職能給を最適化した手法が、日本的な同一労働同一賃金を実現す

る――高度で確実で効率的な手法である。最適化とは US 賃金研究所の造語であるが、序章で説明して

いるが、重回帰分析で計算された賃金額で上書きすること――結果として、プロット画面では近似度グ

ラフに収束する。複雑な計算ではあるが、専用アプリではボタン操作一つで完了する。 
Ｊ社の基本給では、●：調査員（パート）と○：専任調査員（正社員）の職能給が共通していたが、 

仮にもし共通性が無くて●：調査員（パート）が職務給であり、○：専任調査員（正社員）が職能給で

あったとしても計算自体は問題無く、それぞれの賃金項目を最適化できる――ただし説明変数の選択が

折衷的（職務的要素と能力的要素の混在）であることは免れないが、特に問題は発生しないであろう。 
何故なら、日本的企業では職務的要素だけの職務給も、能力的要素だけの職能給も滅多に存在しないか
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ら、捨象して問題ないからである。 
 

第５章 賃金とモチベーション 

 
５－１ 日本人と賃金モチベーション 
 本章では、労働者サイドの格差是正の視点から離れて、企業サイドの賃金管理の問題点として同一労

働同一賃金を考える為に、宮坂純一「賃金とモチベーション」｜1989 を読み返し、流行の同一労働同

一賃金論の陥穽を確認した。結論的には、現状の環境を改革しないままでは、同一労働同一賃金の公平

性は従業員のモチベーションを喚起し得ない。 
政権トップが声高に提唱する同一労働同一賃金であるが、仮に政府が本気で取り組んだとして、従業

員は本当に実現を望んでいるだろうか。つまり日本的な同一労働同一賃金は、従業員のモチベーション

を喚起するだろうか、という大きな問題がある。 
政府が目論んでいるのは、日本の労働市場と賃金構造を変革すると言う大それた話ではなく、単に同

一企業内の異なる雇用形態間の賃金格差是正であって、同一労働同一賃金は便宜的な手法であり、欧米

的な同一労働同一賃金の成立を望んでいない。だから下記の日本的な一体化モデルが成立する構造を変

革しないので、少なくとも正社員のモチベーションを喚起できないと考える。 
１）新卒一括採用の慣行 
２）初任給が単身者生活の賃金水準であること 
３）定期昇給制度を必要とすること 
４）終身雇用の慣行 
一方、上記の雇用制度ないし慣行と無縁のパートなどの非正規雇用の従業員は、同一労働同一賃金を 

忌避する理由はないが、さりとて歓迎するとは思えない。彼（彼女）らも、賃金は職務への対価である 
という意識は希薄であり、本来は年齢や勤続を重ねて昇給する待遇を望んでいると思われるからである。 
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５－２ 日本的な賃金モチベーションの具体化 
【選択パネル 5-2-1】 

前節で掲げた、日本の正社員の労働市場と賃

金構造を前提とすれば、賃金管理で従業員のモ

チベーションを喚起する経営行動は、査定によ

る定期昇給と賃金等級の昇格にある。従業員の

関心は賃金の「上がり方」であって、働きぶり

に対応した昇給の公平感であり、同一労働同一

賃金の公平感ではない。――同一労働同一賃金

が直ちに昇給を齎すとか、将来的に昇給機会を

拡大することは、一般的に有り得ないから。Ｊ

社の事例に即して、賃金管理で従業員のモチベ

ーションを喚起する経営行動の手法を提案しよ

う。 
ここで問題にしているのは、従業員のモチベーションを喚起する基本給の基準線と偏差を出力する

ことであるから、Ｘ軸の説明変数は職務上のステータスと努力と成果等に絞って選択する。Ｘ軸には

客観的事実と主観的評価、属人的要素と仕事的要素が混在しているが、整理すると下表のようになる。 

 属人的要素 仕事的要素 
客観的事実 年齢 勤続 滞留年数 経験  
主観的評価 学歴評価 人事評価 資格等級 職務達成率 職務評価 

この分類では、Ｊ社を念頭に置いてるので、年功的昇格の職能資格等級は属人的要素に分類される。

また職務評価は、一企業内の聞き取り調査に付き、主観的評価に分類は免れない。賃金分析に関して

はＪ社に限らず、多数からなる説明変数のカテゴリーは４種類に区分できる。 
普通に考えれば、最も望ましいカテゴリーは仕事的要素×客観的事実である。また最も望ましくな

いカテゴリーは属人的要素×主観的評価である。しかし分

析の目的は、従業員のモチベーションを喚起する基本給の

基準線と偏差を出力することであるから、どのカテゴリー

が正しいとか重要だとかの議論は、統計学的には大して意

味が無い。――ここで重要なのは価値判断ではなく、どの

説明変数の影響が大きいかを判断できることである。右表

の分析結果から人事評価の数値が突出して大きいが、 
 それは見かけ上の話であり、実際は下記の順に影響が大きい。【表 5-2-2 偏回帰係数】 

１）職務評価Ｘ３ ２）人事評価Ｘ４ ３）経験Ｘ１ ４）職務達成率Ｘ２ 
何故なら■：研究員の職務評価点数は 150 点から 200 点の間で等間隔の分布に対し、人事評価は中心

化傾向が強い分布でＡ：２点、Ｂ：３点、Ｃ：４点だから、【表 5-2-2】で人事評価 X４の係数が大き

くても影響は職務評価Ｘ３より小さい。 
  以上で【選択パネル 5-2-1】の意味が御分かり頂けたと思うので、続けてプロット画面の説明に移

行する。 
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【プロット画面 5-2-1】 

 
分析結果は、基準線に収束する度合いが高く、且つ基準線から５％ラインに収まる程度に分散して

いる。賃金管理上は、収束の度合いが強すぎて一直線に並ぶのは好ましくないし、逆に分散の度合い

が強すぎるのも好ましくない。 
さて社員にとって重要なのは、自分のプロットマークの基準線からの偏差であり、過去の努力や成

果が偏差に反映している度合いである。同じグループの社員と比較して、偏差に反映している度合い

が有意であると認知されれば、努力すれば報われるという期待感が彼のモチベーションを喚起する。

本例では No16 近本一哉 42 歳と No20 鳥取建造 47 歳の比較では、職務達成率と人事評価の累積した

差違が大きいので、基準線の上下に別れている。 
No 氏名 経験 職務達成率 職務評価 人事評価 基本給 基準線 偏差 

17 近本 一哉 ７年 ６９％ 180 点 ＢＡＡＢ 263,300 255,944 ＋7,356 
20 鳥取 建造 13 年 ４８％ 200 点 ＢＣＢＣ 263,300 270,426 －7,126 

 
５－３ 同一労働同一賃金論の陥穽 

本論では個別企業での社内的な同一労働同一賃金を論じている。Ｊ社の基本給が職務評価点数の多

寡で一義的に決定する、同一職務価値同一賃金であると仮定しよう。あるいは今少し現実的に、職務

評価点数で職務賃金等級が決定し、職務達成率を基準とした人事評価で昇給する、レンジ型の職務給

と仮定しても良い。 
何れにしても、40 代の研究員の基本給としては、世間水準より 20％ないし 30％も少ない。 

この低位の賃金水準で、次図のように同一職務価値同一賃金の基準線を設定して、偏差を無くして公

平化することが社員のモチベーションを喚起するだろうか？ 
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【プロット画面 5-3-1】 

 
答えは否である。その理由は二つある。一つは、職務評価点数と基本給の対応が企業内で公正であっ

ても、社外では職務評価点数が（一般的に）比較不能であるから、社員に信頼されない。何故なら、そ

こには社会的通用性が欠けている。例えば、イギリス地方自治体の職務評価制度（森ます美｜2008）の

ような。二つには、賃金水準が低いので、昇給の余地が少ない方式は受け入れ難いこと。例えば No17
近本一哉は、この基準線に合わせる「公正さ」の為に 7,585 円減額される。そこまで極端でなくとも、

今年度の昇給は見送りとなる。――好成績な 69％の職務達成率であっても。 
重ねて言うが、Ｊ社の研究員の基本給に同一職務価値同一賃金の基準線を設定して、偏差を無くして

公平化することが社員のモチベーションを喚起するには、二つの条件を満たす必要がある。 
１）職務価値の点数評価基準に社会的通用性が存すること 
２）賃金水準が単身者でなく世帯賃金の高さに達していること 
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第６章 回帰と分散…新しい賃金管理の要諦 

 
６－１ ここまでの流れ 

本論の狙いは、単に賃金格差是正の方法論ではなく、また特定の賃金形態や賃金体系の紹介や評論で

はない。さらに同一労働同一賃金や職務価値による賃金決定に与するものでもない。著者もそれらに大

いに関心はあるが、より重要な課題は先進的な賃金管理の手法を理解して頂くことである。 
さて、前章までの所論で何度も登場した回帰分析によるプロット画面が、賃金管理のツールとして極

めて重要であることに気付かれたであろうか。 
重回帰分析  

単回帰分析 
残差あり 残差なし 

直線型グラフ  ○ ○ 
二次関数グラフ ○ ○ ○ 
三次関数グラフ ○ ○ ○ 

回帰分析について改めて解説するまでもない

ので、PC 上の賃金プロット画面に関して簡略に

定義すると、各々のプロットマークから縦軸方向

の距離の２乗の総和が最小になるように計算し

て、回帰線を出力することである。 
これまで掲載した８枚のプロット画面は、すべて回帰分析のグラフである。――ただし８枚の回帰分

析の手法は多様多彩であり、右表はアプリで活用できるバリエーションである。 
 
６－２ 回帰が望ましい場合 
（１）年功賃金の本人給           【プロット画面 6-2-1】 

 
上図はＪ社の本人給を年齢で回帰分析した結果。本人給は年齢基準であるが、人事評価の査定がある

ので、若干の分散がある。パターンとしては基準線に回帰が望ましいモデルであるが、日本的な公平性

が社員のモチベーションとなるので、若干の分散がある。上図でＡ評価は基準線をやや越えて、Ｂ評価

は基準線に沿って、Ｃ評価は基準線から若干落ちている。とは言え、全体的には基準線に回帰している。 
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（２）同一労働同一賃金の職能給 
同一労働同一賃金の公平性では、分散が殆ど無く、賃金カーブからはみ出していない状態が望ましい。 

もし（次節で解説）職能給を職務価値だけで回帰分析する場合は、同一労働同一賃金であっても、ある

程度分散が無ければ、却って公平性を欠くことになる――他の決定要素（職務達成率、経験年数など）

の影響で分散するのが自然だから。しかし下図の場合は、他の決定要素を含めて重回帰分析しているの

だから、同一労働同一賃金的な公平性の基準では、分散が無い方が望ましいと考えられる。 
【プロット画面 6-2-2】 
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６－３ 分散が望ましい場合 
（１）年功賃金の基本給 
回帰分析の賃金プロット画面では、一般的に、年功賃金では分散が望ましい。年功賃金は個人給とも

言われるように、基本給には社員個々の属性と業績と評価の累積が反映しているので、プロット画面で

は分散しているのが本来の姿である。分散とは、基準線からの偏差が大きいことである。      

【プロット画面 6-3-1】 

 
本図のようにＸ：年齢、Ｙ：基本給で回帰分析して、個々人のプロットから情報を参照して、基準線

からの偏差の要因を確認できる。なお本図の賃金カーブは３次式を選択している。一般に次数が高いほ

ど当て嵌りの精度が高い。 
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（２）年功賃金の職能給 
年功的な運用の、Ｊ社の職能給を職務価値だけで回帰分析した結果は、下図のように分散するのが自

然である。職能給は職務価値と相関が大きいが、同時に人事評価等とも相関が大きいので、けっこう分

散している。どの程度の分散が望ましいか判断は難しいが、目安として、下図のように＋－10％ライン

を超えている●○が多いのは問題と考えたい。 
【プロット画面 6-3-2】 

 

 
６－４ まとめ―回帰と分散 
冒頭に掲げた久米益雄｜1989「賃金数学全書」は、マクロ的な賃金分析が主体であり、本論のような

個別企業で多変量解析による重回帰分析の手法を応用することは書かれていない。しかし統計学的アプ

ローチが重要であるという含意は拝聴すべきである。 
ただし統計学的アプローチと言っても広範に過ぎるし、やや狭めて多変量解析と言っても多種多様で、

重回帰分析だけで無いことは勿論である。しかし、個別企業で雇用形態間の格差是正目的の賃金構造の

分析に絞ると、重回帰分析のプロット画面が必須である。その含意は残念ながら日本の現状では、賃金

実務家はもちろん、専門家にも理解されていない。 
また一般的に個別企業の賃金構造の分析では回帰分析が重要であるが、その理由説明に正解があると

したら、「回帰と分散」を管理することが日本的な賃金管理の要諦であるからではないか――自分的に

はそう考えている。 
 

                     以下余白 
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